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π は じ め に
第二次人戦直後 の 目木 におい て,機 械技術の基礎 とな る工作機械 における欧
米 とのあいだの大幅 な技術格差 は重要な政策課題であ った。続 く高度経済成長
期 には工作機械 の生産量 は増加 した ものの重要な工作機械 の輸入依存 は続いた。
しか し1970年代 に工作機械 のNC(numericalcontrol,数 値 制御)化 が 日本国
内で急速 にすすみ,こ れを契機 に 日本の工作機械産業 は日本 を代表す る輸出産
業 の1つ へ と成長 した。 日本の工作機械生産額1切 削型 のみ)は1981年に旧西
ドイツを抜 き,翌 年にはアメ リカを も上 回って以来,世 界第1位 の地位 を維持
してお り,世 界の...r作機械生産額の30%近 くを占めてい る。また輸出額(切 削
型 と.成形型の合計)で も,な が ら く世.界最大の地位 にあ った ドイ ツを1993年に ・
凌駕 し,日 本は工作機械 の世界的な供給 国 とな っている。 これが との50年間 に
生 じた大 きな変化 の大要であ る。
日本 の工作 機械 生産額 の大 半はNC工 作機械 が 占めて い る。 そ の割 合 は
年 々上昇 して1999年には約85箔に達 した。機種別ではNC旋 盤が20%強,MC
(machiningcenter,マシニ ングセ ンター)が30%弱 を 占め,両 者で50%を超
えている。また輸出額 で もNC工 作機械が 約80%を占めてお り,機 種 別では
NC旋 盤が約25%,MCも 約25%と両者で半分 を占めている。
日本のNC工 作機械 が この よ うな輸 出競争力 を もつ よ うにな った理 由の1
つ は メー 即一 の量 産規模で あ る。 日本 のNC旋 盤 にお ける3大 メ一 々一の年
日本の工作機械メーカーにおける製品開発システム(241)61
問生産台数 は,バ ブル経済の時期には3社 とも5000台を超 え,最 近で も3000台
に達 している。 またMCの3大 メー カーの年間生産台数 はバ ブル経済 の時期
には3杜 とも2500台を超え,最 近では生産台数で 第1位 のメーカーは3000台を
超 えた。機種 の多様化が進んでい るとはいえ,こ れだけの量産規模 のあ るメー
カーは欧米で はご く限られてお り',,量産効果 に よるコス トダウ ンが価格競 争
力 の.源泉 であ るこ とは否定で きない3:1。航空機用 な どの特殊 な 工二作機械 ではな
く,通 常 の機械 加工用 のNC工 作機 械で は日本の メー カー の競争相 手 は海外
にはほ』とん どない。 このよ うな 日本の躍進 は,日 本 メニカーどうしの激 しい競
争 をつ うじて促進 された。
しか し日本製NC工 作機械 の輸 出競 争力 の理 由 と して,そ の.製品の 品質の
高 さ も指摘 しなければな らない。 日本 の工作機械 メーカrは,サ イズや機能が
異 なる機種 をと りそろえて製品をシ リーごfヒし,し か もその製品 シ.リー ズ を数
年お きにモデ ルチ ェンジ し,そ のたびに新 しい技術 を取 り入れて きた。特定 の
専門機種 に特化す るのではな く,新 しい」.1作機械製品 を次々 と開発 しなが ら漸
進的 に改良を重ね る製品開発力 も日本 の輸出競争力の源泉であ る。 これは量産
体制の前提で もある。
それでは 日本の工作機械 メーカーはどのような シス テムの もとで 製品開発 を
進めてい るのか,日 本製工作機械 の輸出競争力の背後 には どの ような製 品開発
システムがあるのか一 これが問題 になる。工作 機械 メー カーの製 品開発 の内
実 を見 るため,筆 者 は 日本の代表 的なNC工 作機械 メー カー2社 に対す る訪
問調査 を何度 か行 な.ってきた。 この調査 において念頭 に置 いた問題意識 は下記
1)米 国でFadalEngineering,臼aasAu虻...ti..などがNCI作 機 械の量産 メーカーと して登場
して いる。Fadalぱ且995年にGiddings&Lewis社の傘 下 に入 り,こ のGiddings&Lewesが
1997年にThyssenAgによ り買収 された。出dSはMLやNC旋 盤 を年 間2,0⑪0β以 ヒ.Fa【hI
は立て形MCを2,000台近 く生産 している と推定 される。
2)こ の背 景には.NC工 作機械 の製品技.術が標準化 した こともあ る。次 の指摘 を参照。「NC機
の場合.モ ー ター,ア クチ ュエー ター と11ニアガイ ド等の組み合わせで機械がで きる方式では,
独創的 なア.イデ アが生 まれない状況 となってお り,企業の持ち味がな くな り,誰 で もが製品化可








技術 と電子技術の融合体であ り,と くに電子技術 の進歩がNC工 作機械の技
術発展を主導 してきた面がある。また機械技術者 と電気技術者は大学教育の内
容,考 え方に違いもある。新 しいNC:.1.=作機械の開発において,社 内の機械
技術者 と電気技術者とのあいだの権限の違い,そ の上での協調関係の進め方に













に新入社員教育,OJT,配置転換が重視 されているが,工 作機械.メー カーで
は製品開発力の源泉である技術者の能力養成をどのようにすすめているのかで
3)Clark&Fuj㎞oto「19911pp.22五一 22は,日 本 の.自動 車 メ.一カー に お け る 工 程 エ ン ジ ニ ア か
ら 製 品 エ ン ジ ニ ア に た い す る積 極 的 な提 案 を強 調 して い る.な お邦 訳 で はmanufacturabmyは
「製 造 可能 性.」と訳 され て い る5
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ある。
最後 に第5と して,工 作 機械.メー カー と他 の企業 との関係 であ る。 日本 の工
作機械 メーカーは多数の機 械部品や電気装置 を購 入ない し外 注 してい る。 また
加工外注 もあ る。 ここでは とくに製 品開発 と関連す る他企業 との関係 に注 目し
た。
次 に,訪 問調査の対 象にな った2つ のメーカーの概 要を紹 介す る(第1表 を
参照)。A社 は大戦前創立 の工作 機械 メー カーで,高 度経 済成長期に は普通旋
盤 の量産 メーカー として成長 し,現 在 はNC旋 盤 とMCに おけ る日本の代表















NCフ ラ イ ス盤 33%
NC放電加工機 一 11%
売 上 高(対 前 回ピー ク比率) 80% 103%




従業員当たり経常利益 〔.自万円) 2.33 6.90
海外子会社数 5 5
注:MC43マ シニ ン グセ ン ター の 略。 国 内市 場.シェ ア は生 産 台 数 ベ ー ス.
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1963年に独 自に 開発 して現 在 に至 ってい る。他 のNC■ 二作機 械 メー カーは
NC装 置 を社外の専門 メー カーか ら購 入 している。
A社 は独 自のNCに もとづ いて1966年にNC旋 盤を,68年にはMCを 開発
した。現在で は売上高 の うちNC旋 盤が約40%,MCも 約40%を占めている。
日本 のNC旋 盤 業界で は生 産台数の上位3社 で全体 の40～50%を占めてい る
が,A社 は1990年代 をつ.うじて上位3社 の1つ で あった。また,A社 はMC
の生産台数で も ヒ位3社(合 計約40妬〉の1つ であ り,約10%の シェアを占め
ている。A社 のNC旋 盤 の生産台数 は90年代 末で3000台近 くに達 し,MCで
は1500台を超 えた。
一方 のB社 は,大 戦前 創立 の フライス盤.専門 メー カーで,高 度成 長期 の量産
機械産業 の拡大 とともに急成長 した金型加工用工作機 械の メー カー として地位
を確立 した。また1958年には 日本の民商企 業 としては初のNC工 作 機械(NC
フ ライス盤)を 開発 し,世 界 初のMCが ア メリカで 開発 されてか ら10年後 の
68年にMC(ATC付 き)を 開発す るな ど,日 本の代表 的なMCメ ー カーの ユ
つ となった。
B社 の売上高の うち,か つ てはNCフ ライス盤 とMCが 並んでい たが,現
在 ではMCが60%以 上にな ってい る。 日本のMC業 界で は上位7社 で総生産
台数 の40%以上 を占め るが,.B社は1990年代 をつ うじて6位 以内,7%前 後 の
シ ェアを保 っている。 また年間生産台数 は1000台まで 回復 した。
この よ うに両社 は日本 を代表す るNC工 作機 械 メーカーで あ るが,バ ブル
経 済の崩壊後 には工作機械受注の激減 によ り甚大 な影響 を うけた。A社 の売 上
高は ピークを記録 した1990年度 に対 して93年度 は15%にす ぎなか った。98年度
の売上 高は ピーク時 の半分 まで回復 したが,99年度 には減少 した。一方,B社
の売上高 は1991年度 にピーク とな ったが,94年度 には ピー ク時の40%に とど
ま った。97年度 には売上高が新 しい ピー クを記録 したが,98年度 には減少 した。
本稿 の主 な調査時期 は1995～98年であ るが`),これはバ ブル経済崩壊後 の受
4)A社 へ の訪 問調 査 は1994年11月,1995年12月,1997年9月,1998年4月,同10月に,ま たB/
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.注激減か らメーカーが徐 々に立 ち直 り,新 た な製品開発戦略 が展 開され た時期
で ある。 なおA社 について はNC旋 盤 の開発が,B社 はMCの 開発が主 な調
査対象 となってい る。
IIA社 の製品開発 システ ム
1社 内組織
第1図 に示す よ うに,A社 には製 品開発 にたず さわ る組織 と して開発 セ ン
ター,設 計訊 電装部 の3つ の部署が ある5〕。 開発 セ ンターは研 究開発 を遂行.
す るところで,主 軸や 案内面 に関連 した新技術 の開発,工 作機械 の試作機 のテ
第1図A杜 の組織構成




営 業 部一 各支店
サ ー ビ ス 部






＼社 へは1994年11月,1998年4月,同7月に行なった。ちなみ にA社 への最初の2回 とB社 への最
初 の1回 はDLUITi⊂hJOrgビnsと【・geLippertとの共同調査で あった。 なお,こ の調査研究 に
対 して貴重 な時 間を割いて惜 しま澱協 力をいただいた幾多.の方々 にこの場 をお借 りして厚 く御 礼
申 し上 げたい。
5)本 稿で は各企業の内部組織 の名称は必ず しも実際 と同 じではない。
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ス トな どを担当す る。 ここに所属 する技術者 は大学で機械工学 を専攻 した人が
70%を占めてお り,大 学院卒業者は少ない。設計部 は新 しい.1.二作機械の機械設
計 を.担当 してお り,NC旋 盤,MC,研 削盤 の3グ ルー プ と,こ れ らをサポー
トす る2グ ループの.合計5グ ルー プに分 かれている。電装部 には2つ の課があ
り,1つ はNC装 置,モ ー ターな どの生産 を担 当 し,も う1つ はNC用 の基
本 ソフ トウェア と応用 ソフ トウェアの開発,そ してNC装 置の設計 を行 な う。
2製 品開発戦略 と開発期間
A社 は.5年 か ら7年 お きに工作機械の新 シリーズを開発 してきた。 それ は
製品 に体化 された技術が陳腐化す る時期 を見越 して行なわれて きた。 たとえば
1978年に始 まった あるNC旋 盤 シ リーズでは6機 種が 開発 されたが,1988年
にはその うちの2機 種 の生産が 中止 された。 こ.のシ リーズは2つ の製 品シ リー
ズに継承 された.そ の うちの1つ は1982年に始ま り,U機 種 が開発 され たが,
そのうち3機 種 は5年 で生産が 中止 された。 もう1つ の製品シ リーズは1986年
に始 ま り,7機 種 が開発されたが,1993年か らは新 しい製品シ リーズへ とモデ
ルチ ェンジ.された。つ ま りシ リーズ としての製品寿命 は7年 ほ どで あった。
1997年時点でA社 にお けるNC旋 盤 の製品 シ リーズ は3種 類 となった。 この
よ うにNC旋 盤の製 品 をシ リーズ化 し,そ の 中の機種 を漸次 改良 しなが ら,
数年 お きには全面的 に新 しい製 品 シリーズへ と切 り替 えてい く戦略は,日 本の
NC工 作機械量産 メー カー には共通 してい る。 これが 日本の7i:作機 械メーカー
どうしの製 品開発競争の所 産であ り,日 本 の国際競争力の要因で もあ る。
製品の開発期 間(市 場調査 か ら製品 としての完成 までの期間)は20年 前には
2年 だ ったが,10年前 には12か月が普通 になった。1992年には,小 形かつ安価
で,よ く売 れたNC旋 盤が,8か 月ない し10か月で開発 された こ ともあった
(あとの第2図 を見よ)。ただ し1994年までに,さ まざまな周辺装置や 自動化装
置 を装備 で きるNC旋 盤 を開発 した と きには平均 して14か月かか った。 とは
いえ開発期 間の短縮 はや は り重視 されてい る6
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前回 の好 景気の時 に は,高 価で も高級 で多機能 な工作 機械 を購入す るユー
ザーが多か った。不況 に入るとともに,よ り小形で安価,機 能が絞 り込 まれた
工作機械 をユーザーは求め るようにな った。 それ はユ ーザ ーが 自動車部品な ど
の製品の コス トを低減せ.ざるをえな くな ったか らで ある。そのためA社 は部品
を複数 の機種 の工作機械で使 えるようにす る,つ ま り部品の共通化 をすすめた。
さ らに海外 か らの部 品調達や,機 能が限定 された工作機械の開発な どに取 りく
んだ。 しか し受注 の回復 とと もに顧 客の要求が変化 し,多 機能 な工作機械,あ
るいは 自動装置 を装備で きる工作 機械 を開発す るよ うになった.。
同社 の機械設計者が重視 してい るのは工作機械 の部 品点数 をで きるだ.け減 ら











ニーズ(営業部が 日常的に収集 している情報)'との対応が吟味され,競 争他社
φ製品仕様 と比較され,売 上予想が議論される。そして新機械の仕様,開 発期
間,生産 コス ト,発売価格がこみ委員会で決定される。





、1∬騰.第2図A杜 の 新 製 品 開発 手 順(小 型NC旋 盤 の 事例 。1992一一1993年)
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再々設計 テ ス ト 機械加工と組立


















注;表 側 の数字 は期間(月 数),(〉 内は平均的な期 間(月 数)。
「
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NC旋盤の設計の場合,1人 のチーフ ・エンジニアと,その下につ く数名の










試作機は開発センターで約1か 月かげてテス トされる。テス トの結果を評価す
るのは,設計を担当した機械技術者たちである。機械の権能とならんで所期の
コス トから見た製造し易さも評価の対象である。ここで何か問題があれば,機
械の再設計が始まる6こ こから始まるのが,性 能だけでな く価格面で も売れる
機械に仕上げるために試作機を改良する工程であり,A社ではこれを 「商品化












れ る。 この外注比率は上昇 してきた。外注 され る部品図の うち,20-30%はA
社 の100%子会社(社 員 の うちの機 械技 術者 は約30人)に 外注 され,残 りは約
50社の設計会社(1社 の技術者数 は1-6人)へ 発注 され る。
A社 の新製品開発 の方式はいわ ば 「漸進的開発」であ る。戦略委員会 は毎 月,
多様な機種 について市場 動向を検討す る。営業部の代表者が工作 機械 の市場動
向 について同委員会で報 告 し,そ の示唆 をふ まえて機械技術 者が構想設計案 を
出す。再検討委員会 と呼ばれる もう1つ の委員会があ り,こ こでは既存 の製 品
シリー ズを見直 し,た とえば生産 を中止すべ き機種や,'既存の機種 のユニ ッ ト
(NC装置や主軸)の うちどれを改良更新 すべ きか などき決め る。 この よ うに
して5年 あ るいは7年 の問に,製 品シ リーズやその中の機種 の内容が徐 々に改
良 されてい く。そ して次 の新 しい製品 シ リーズを開発す るときは,こ れ らの改
良 と市 場 の 反 応 を ふ ま え て,戦 略 委 員 会 が 新 しい 製 品 シ リー ズ の 構 想
(concept)を決定す るのである。
1992年に開発 されたある新機種 は,既 存 のシリー ズの中のある機種 の設計 の
約40%を継承 した ものであったが,高 速 ・低価 格 とい うユーザーのニーズに応
えるため に主軸,タ レッ ト割 り出 し機構,NC装 置が更新 された。A社 の開発
期間が前述のよ うに短縮 され た現 出はここにあ る。
次に,主 軸 とNC装 置の開発 について詳細 に見 てい く。
主軸の開発
開発セ ンターには主軸 を専 門とす る技術者が数名いる。 この技術者 はそれぞ
れ,特 定の タイプの主軸全体 を担 当 し,先 進的 な主軸 の開発 に専従 してい る。
彼 らは主軸の試作 品を製作 し,そ れ を評価 し,よ りよい ものに改 良す る。主軸
の コス.トを削減するため,部 品数が少 なく,回 転精度が高 い主軸 の開発がめざ
されている。
新機械を開発す る ときには,機 械技術 者は構想設計 の段 階で,す で に開発 さ
れてい る主軸の中か ら新機械 に最適な ものを選択す る。 ときには新機械 に適 し
た主軸 へ と改造 され ることもあ る。
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NCの開発
設 計部の機械技術者 は新機械 に必要 なNC装 置 の仕様 ならびに機能 を決 め
る。 とれ を決 め るため に,あ らか じめ電装部 か らNCに 関す る技術 情報 を手
に入れる こともある。機械技術 者が決めた仕様 と機能 に従 って,電 装部 の技術
者がNCの ハー ドウェアとソフ トウェアを設計す る。
A社 はNC装 置の組立 を別 会社 に外注 してい る。 さらにNCソ フ トウェア
の作成 も外部 のソフ トウェア会社に外注 している。
新 しい.世代 のNC装 置が開発 され る ときは(た とえば マイ クロプロセサー
が新 世代 の ものに変わ る とき),その ソフ トウェア も大幅 に変わ るが,同 一 シ
リーズ内 の機種 の ソ フ トウ ェアは基 本 的に は同 じで あ る。 あ る機種 にATC
(自動 工具 交換装 置)な どの特 別 な装 置 を付 加 す る ときには,専 用 の ソフ ト
ウェアが開発 され て,基 本 ソフ トウェアに追加 されるので ある。
4サ プライアーおよび他企業との関係
A社 に納品す るサ プ ライ アーは300社以 上あ り,標 準部品 をA社 に納入 す る
ところ と,A社 が設計 した特殊 な部品を納入する ところが ある。A社 よ り規模
が大 きい会社 もあ り,NC装 置 のCRT(表 示装 置),集 積回路,ボ ールね じ∫
主軸部 品 〔軸受,ば ね,大 形モー ター)な どのさまざまな品物 を供給 してい る。
そのほか,新 機械のための部品図の作成,NC装 置の組立,NCソ フ トウェア
の作 成,機 械加工や板金加工 などを請け負 うサブ ラ.イ.アーが あ る。
A社 の協力会 には約1⑪Q社のサ プライアーが加盟 してい る。そ の.中にはA社.
よ り規模 が大 きいサプライアー もあ るが,従 業員数 の平均 は20-30人であ る。
A社 とサプ ライアーとの共同開発 は限 られた分野で しか行われていない。た





















設計 部 は以前か ら2次 元CAD(コ ンピュー ター支援設計)シ ステ ムを使 っ
ていたが,1994年に安価 なCADシ ステムに全 面的に更新 され た結果,パ ソコ
ン ・ベ ー スのCAD端 末がすべての機械技術者 に1つ ずつ割 り当 てられ るよう
になった。A社 で.は部品図 の90%が2次 元CADを 使 って作成 され てい る。
CADシ ステムが更新 され るまで は,フ ォーマ ッ トが異 な るCAD図 面 を別の
形式 に変換す る とい う作業が煩雑であ ったが,更 新 のあ.とは,社 内の技術 者 と
社 外 の設計 会社 とが共通 のCADシ ステムを使 えるよ うになった。 このため
デー タ変換が不要 になったが,そ れによ って設計時 間の短縮 も実現 した とは言
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えない。
3次元CAD.シ ステムも数台あ るが,主 な用途 は機械 の構造解析であ る。熱
変位 の シ ミュレーシ ョンなどはCAD上 ではむず か しく,ま た2次 元CADの
デー タがそのまま使 えない ため デー タ入力に手間がかか り,コ ス トに見合 う効
果は出ていない とされ た。
大形の工作機械部 品につ いては,製 造部の生産技術課 がCADデ ー タを直接
CAM(コ ンピュー ター支援 製造)デ ー タに変換 して,部 品加工用 のNCプ ロ
グラムとして使 う。 しか し大形部品 は工作機 械部品数の4%に す ぎない。部品
加工 に必要なNCプ ログラムの大部分 は,CADで 作 られた設計図 に もとづい
て工場り作業者が作成 している。
電装部 の技術者が使 うCADはNC装 置 などの.回路設計用 のCADで あ り,
設計部 の機械技術 者が使 うCADと は違 う。そ のためNC装 置 の仕様 をデジ







配転されなかった人 もいるとされているqた とえば設計部の第1グ ループにい
るNC旋 盤の熟練技術者の配転NC旋 盤グループと.MC.グループとの間の






A社 の工場で は多数 のFMS(フ レキシブ ル生産 シ琴テム)が 稼動 してい る。
1つは,主 軸部品の機械加工専用のFMSで,NC旋 盤3台 と特殊 な中 ぐり盤
1台 とで構 成され,大 きさが異 なる20種類 の主軸部 品を生産 している。 さらに
8基のFMSが1998年3月 まで に稼動 してお り,NC旋 盤のベ ッ ド,テ ー ブル,
タ レッ トな どの部 品を製造 して いる。 ただ しこれ らのFMSはMC用 部 品の
機械加工 に も使わ れてい る。各FMSは2台 か ら6台 のMCに よ って構 成 さ
れ てお り,一 定 の形状 で(角 形か丸形か),一 定の範囲内 の大 きさの部 品 を製
造す るよ うに設計されてい る。 これ らのFMSは 昼 間は約30人の作業員.によっ
て運転 され,夜 間は無人で動かす ことがで きる。
A社 にお けるNC旋 盤 の組立 工程 につ いて注 目され るの は,移 動組 立方式
を採用 してい るこ とであ る。NC旋 盤 の移動組立 ラインは6本 あ り,そ の うち
の1つ は さまざま な機種 のNC旋 盤 を組み立 て られ るよ うにな ってい るが,
他 の5つ はそれぞれ1つ のNC旋 盤 シリー ズの組立 用であ る。各組立 ライ ン
には加工 ステー シ ョンが10あり,数 時 間おきにステーシ ョンが移動す る。
IIIB社 の製品開発 システム
1社 内組織
H社 は1990年に研究開発セ ンターを設立 した。 ここが新 しい工作機械 の研究
開発 に とって中核的な役 割を果た している。
第3図 に示 す ように,研 究開発 セ ンター には技術 開発 セ ンター とEDM開
発蔀 の.2つの組織 があ る。技術 開発 セ ンターには3つ の グループがあ り,第1
の グループが機械設計を担当する商品開発 グループであ る。商品開発 グルー プ
には4つ の諜があ り,各 課がそれぞれ一定 の分野 の工作機械 を担当 してい る。
技術 開発 セ ンターの第2の グループである制御 開発 グループは電気制御 システ
ムの 開発 を担 当 してお り,3つ の組 織が あ る。第3の グルー プは基礎 開発 グ
ルー プで,特 別 な主軸モー ターやサーボ ・シス.テムなど,将 来の製品へ.の必要
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性 が予 測される技術 の研究開発を担当 している。技術 開発 セ ンターの 中の各組
織 には7人 か.ら25人の技術者が所属 している。
B社 は研 究開発 セ ンターの中にEDM開 発部 を設置 して新 しいEDM(放 電
加 工機)の 開発 にあた ってい る』 さ らに.DMS開 発部 は新 しい金 型 自動加 工
システムの開発 にあた ってい る。
研究 開発 セ7タ ーに所属す る技 術者の80%は機械技術 を専攻 した人 々であ り,
20%が電子技術 の専攻であ る。大学院の卒業者 の数 はわずかであ る。
製造部 には2つ の.1:場があ り,そ れぞれに機械加工工場 と組立工場が.ある。
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2製 品開発戦略と開発期間
B社 が新製品 を開発す るときは市場調査 に3か 月か ら1年 をか ける。 同社 は
汎用工作機械 メーカーであ るため,大 多数 のユ ーザ ーの ニーズに応 え られ るよ
うな機 能 を もつ 工作機械 の生産 を主 眼 と してい る。 日本 国内で は同社 製品 の
ユ ーザーの70%は金 型 メー カー,30%が機械 部品 メー カーで,後 者 の うち の
60%以上 は自動車部 品メーカーで ある。
フライス盤で見 る と,.その開.発期間 はかつては2年 で あ り,最 初 の1年 は設
計 に,あ との1年 は製 品を商品 と して完成 させ るための期 間で あった。最近で
はB社 は開発期 間を ユ年 に短縮す るように努 めている。それ は製品寿命が2年
にな って きたか らで ある。
.ユーザーのほ とんどが コス トを削減 し納期 を短縮で きるよ うな高効率の工作
機械 を求めてい る。 この ニーズに応 えて,『.B社は高速主軸や,工 具の高速送 り
、と精密仕上 げとを同時に可 能にす る制御 システムを開発 して きた。 これによっ
て金型 の生産工程 数が削減 され,納 期が短縮 された。
B社 は主 に金型加工 用の工作機械 を開発 して きたが,1980年代後 半に部 品加
工用 のMCを 開発 した。 しか しその売上 は期待 を下 回った。 そ こでB社 は伝
統的な考え方にあま り影響 され てい ない と思われた若い技術者 を研究 開発 セ ン
ターか ら選び出 して,別 の機種の開発を要請 した。彼 らは市場調査 を した上で,
2年後 の89年に新 しい高速主軸 を搭載 したMCを 開発 した。 この高速 主軸の
最大 の特 徴 は,わ ずか1.6秒で最高の 回転速度 に達 す るこ とがで きる点であ っ
た。B社 の説明 によれば,主 軸の回転 開始 と回転停止 にかか る時間(非 切削時
間)が 従来の高速主軸では機械 の運転時 間の20～30%を占めていたが,こ の新
しい主軸 によって この非切削時間の大半が削減 され,機 械 の効率が高ま った。
このMCは97年 初 め まで に1,800台以上 が販売 された。.このMCは その後 も
改良が重ね られ,97年3月 までにはその4代 目の改良機が発売 され た。 また約
1年の開発期間ののち,94年には大形の機種 も開発 された。
B社 は 自社 製品の開発期 間の短縮 に努めてい るが,む しろそのユ ーザ ーの生
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産時間 とコス トを削減で きる機械 製品の開発 を重視 して きたのであ る。
3製 品開発プロセス
B社には製品開発のための標準的な開発手順はなく,新しい工作機械の開発









段 階 期 間
調査/構想 3か月から1年, 時には2年
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機 械 加 工,ユ ニ ッ ト組 立 〔数か月〕
最終組立
オ プ シ ョンユ ニ ッ トの 設計 と製造 〔数か月から1年〕




新 しい機械 を開発す るために,商 品開発 グルー プ内の4つ の課 の.1つか ら人
選 された機械技術者 たちによって開.発プロジェク トが設立 され る。技術者の1
人が プロジェ ク ト・リーダーにな る。 プロジ ェク トのメ ンバーは毎週あるいは
定期 的に会合 を持 ち,ま た必 要に応 じて随時話 し合 う。機械 技術 者たちは職場
が近い制御 開.発グルー プの技術者 とも日常的 に話 し合いをする。 なお,仕 事 の
負 荷が大 きい技術者 を助 けるため に派遣会社か ら数名の設計技術者が投入 され
ることもある。
機種技術者たちは,必 要なとき.ほいつで も,.機械の仕様について営業部の社
員や制御開発グループの技術者と相談する。 しか し設計 を完成させる最終的な
責任は機種技術者にある。製造部や生産技術部の社員でも設計そのものに参加
することはない。
新 しい機種については平均 して2台 の試作機が製作さ.れる。試作機は予定仕
様を基準にテス トされ,製造 し易さや コス トについても評価 される.機械の仕
様が最優先事項でないときは,製造 し易さが重視さ.れ.る。耐久テス トのために
試作機 を同社の工場で使 うこともある。B社 にはテス ト専門の技術者はいない
ので,設 計 した機械技 術者が 自分 で試作機 をテ ス トす る。
プロジェク ト・リー ダーの もとで,各 機械技術者は,主 軸,テ ーブル,ベ ッ
ド,ATC(自 動 工具交換装 置)な どの工 作機 械ユ ニ ッ トの1つ またはい くつ
か を担 当す る。特定 のユ ニ ッ トを専.門とする技術者 はいない。技術者た ちはあ
らゆるユ ニ ットを担当す るように配置転換 される。かれ らはどのユ ニ ットで も
設計で きるように養成され,そ れによって将来,新 しい機械の構想 設計 を担 当
で きるようにな ることが期待 されている。最近は,開 発 が予定 よ り遅れ るのを
防 ぐため,以 前担 当 したユ ニ ッ トと同.じユニ ットをまた担 当す るこ ともあ るが,
配置転換 は依然 として重視 されてい る。B社 は構想設 計 を担 える高い能力 を
もった技術者 を必要 としてい るか らである。
主軸の開発
新 しい主軸 の開発 には2年 かか ることもあ る。それ は主軸 の試作品の実験や
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テス トに時 間が必要だか らであ る。主軸 の再設計 には3か 月かか る。主軸 はB
社 の工作機械 にとって中核 的なユニ ッ トで あるので,ほ かの企業 か らの援助 な
しに自社 開発 してい る。社外 の設計会社か ら来た技術 者が参加す ることはある
が,あ くまで も補助的であ る。 ただ主軸用の軸受 については,自 社 だけで は能
力不足であ るため,外 部 の軸受 メーカー数社 と共同.開発 してい る。
NCの開発
B社 は民 間初 のNCフ ライス盤 を開発 して以 来,あ る大 手NC装 置 メー
カー と協 力.してNC装 置 を開発 して きたが,の ちに数社 のNC装 置 メー カー
か らNC装 置 を調達す るよ うにな った。 さ らに1994年には子会社 を設立 し,
その子会社 が複数のNC装 置 メーカーか らNC装 置 を購 入 し,必 要 に応 じて
標準的NC装 置 を改造 した上で,こ れ らのNC装 置をB社 に売 るよ うにな っ
た。今 はB社 はすべてのNC装 置 を この子会社 か ら購 入 してい る。 またB社
はモー ターのよ うな電気装置 も他社か ら購入 してい る。
しか しB社 は,製 品の工作機械 をよ り独創的 に し,最 高水準の技術 を維持す
るため に,独 自の技術 を既存 のNC装 置一 その一例 が前述 の高速 主軸 のた
めの制御 システムの開発 である一 や,モ ー ターに付加 して きた。
4サ プライアーおよび他企業との関係.
機械部 品,ユ ニ ッ ト,機 械加 工外 注 などを含める と,50⑪以上 の企 業がB社
のサ プライアニになってい る。それ らのサプ ライア」には,.自分 の製品であ る
機械部 品や ユニ ッ トの供給者 と,B杜 が設計 した(ま たはB社 との契約 にもと
づ いて設計 され た)部 品やユニ ットの供給者や加工 業者 とが あるD
前者 のサ プ ライアー群 に属する企業は約400社あ り,モ ー ター,ボ ールね じ,
軸受 な どをB社 に供給 してい る。 これ らの企業 はほとん どが.中規模企 業か大企
業であ る。.前述の ようにB杜 ば主軸 の軸受 を数社の軸受.メー カ ー と共 同開発 し
てい る。
後者のサ プライアー群 は約100社あ り,歯 車,NC装 置,ATCな どの部 品や
?
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ユ ニ ッ トをB社 に供給す る ところ と,板 金加工,塗 装,磨 き仕上 げ,焼 き入れ
な どの特 定の製造工程 を請 け負 うところがあ る。 これ らの企業の規模は従業員
数10人か ら100人がほ とんどである。
B社 には.了一会社 が数社あ る。 その うちの1つ は前記 のNC装 置 を供給す る







B社 は1974年以降,す べての設計作業 を2次 元CAD.上 で行 な って きた。各
課の技術者の要望 に応 じてCADシ ステムを導 入 して きたので,現 在で は4種











や工作機械の構造解析 に利用されている。 しか し2次元CADで 作 った図面
月本の工作機械メーカーにおける製品開発システム 〔261)81
デー タを3次 元LAD.シ ステ ムのデー タとして直接利用で きないため,後 者 へ
のデー タ入力 に手間がかか るのが現状で ある。3次 元CADシ ステムが 屯つ と
使 いやす くな り,も っと価格が 下がれば,.設計 ミスに よる再設計 の作業 が減 る
と考 えられてい る。設計 ミスが早期 に除去 さ軋れば,生 産の流 れの中断が減 る
だ けでな く,開 発期 間が短縮 され るのであ る。
ところでCADシ ス テムの欠点について,B社 の技術者 の間で は次の ことも
認識 され ている。つ ま りCADし か知 らないで,実 際 の機械部品や機械 その も
のにつ いての実体験 が乏 しい ならば,CADで 設計 された部品の剛性や荷重 の
変化 を予測 しきれず,そ の結果,設 計 ミスの発見や,ミ ス しゃす いポイ ン トの・
点検が不 卜分にな りうるこ とで ある。
製造部 で はCAM(コ ンビ.ユー ター支援 製造)シ ステ ムを使 ってNCプ ロ
グラムを作 成 し工場 設備 を動 か してい る。い まは まだCADの 図面 デー タを
CAMシ.ス テムで使 える情報 にす ぐに変換す ることはむずか しいが,CAMシ














ザー ・ニーズに取 り組 むよ うな訓練 プログラムを研 究開発 セ ンターの所長が作
成するよ うになった。た とえば試作機 のテス トはそれ を設計 した技 術者 自身が
しなければならない し,自 分が設計 した機械 に トラブルが生 じた ときは,そ の
ユ ーザ ーのところに出向いて 自分 の目で確かめ なければな らない。 このよ うな
訓練方法の方が製造作業 の経験 よ りも,最 新技術 に対応 しなが ら売れ る機械 を
設計す る技術者能力 を向上 させ ることに有効 だ.と考 えられ てい る。
8生 産
ほとんどのユニ ットの機械加工 と組立 は3か 月で終わる。それか ら最終組立
が始 まる。それ と平行 しで オプシ ョン部品やオプシ ョン ・ユニ ッ トが設計 され
製造 され る。 これ はふつ うは2,3か 月でで きるが,.特別 なものは1年 かか る
こともあ る。
B杜 は1983年以来,社 内でFMSを 稼動 させ ていたが,1994年に これ を解体
して,数 基 のMMC(モ ジュー ル ・マ シニ ング ・コンプ レックス)と 呼ばれ る
小 規模 なFMSに 入れ替 えた。 かつ てのFMSは 多数 のMCで 構成 され てい
たが,MMCは1台 ない し2台 の高 速MCを 備 えた システムであ る。かつ て
のFMSで は生産す る製 品 を変更す る と大規模 なシステムの多 くの要素 を手直
ししなければ ならなかった。B社 の製品が多様 になるにつ れて,FMSの ソ.フ
トウェアの手直 しはます ます複雑 な作 業 にな ってい った。 また,FMSに 組 み
込 まれている古 いMCを 最新 の高速MCに 取 り替 えようとす る と,シ ステム
全体の多 くの部分 を直さなければ ならず,非 常に複雑 な作 業 となった。現在 は,
個 々の工作機械 ユニ ッ トを製造 する部署 ご とにMMCが1基 ずつ設置 されて
い る。 各MMCは 小 規模 なので,MCを 新 しい もの に取 り替 え るこ とも容易
にな り,ま た製品変更に ともな うシステムの手直 しも以前 よ りは簡単 にな った。
これ は子一ザ ー ・ニーズの変化や市 場の変化 に対 応 した生産 の柔軟 な変更 に
とって有効 である。 なお,各MMCは 夜 間の無.人運転 も可能であ る。







化 し,そ してユーザー.・ニーズに対応するように新技術を漸進的に取 り入れな
がら製品シ.リー ズを改良 し,その積み重ねの..ヒで次の製品 シリーズを構想する
という製品戦略をとってきたのである%














6}高 機能製品 と低価格製品 とを組み合わせ るフル ライン戦略(新 宅[1994]).の優位性 について





















ならば製造 コス トをふ くらませ企業の成長に寄与 しない ことを日常的に意識 し
ているのである。この設計技術者自身の日常的なコス ト意識こそ日本の製品開
発 システムが生み出 した大 きな蒋徴なのである。その表れが,製造し易さの実
現のための部品数の削減である。これは移動組立方式をとる場合にはとくに重
7)最 近 のNC装 置 に ば ユ ー ザ ー をサ ポ ー トす る種 々 の ソ フ トウ ェ ア が 内 蔵 され
,こ れ が 工 作 機
械 の販 売 に も重 要 に な って い る。 ただ,PCの よ うな ハ ー ドウ ェ アの標 準 化 はNC工 作 機 械 で は
むず か しい の で,ソ フ トウ ェア の 開 発が ハ ー ドウ ェ アの 仕 様 を主 導 す る とい う関 係 に な る こ とは
現 状 で は展 望 で きな 野 。
8)Cla■k&FujimotQ[1991]p,21丘 さ ら にibidp.209も参 照 。
9)こ れ は欧 米 の 研 究 開発 の指 導 原 理 と さ れ る 「NIH7イ ン ド(not6wentedhere)」との 違 い を
念 頭 に 置 い て い る(吉 川[1994]309ペー ジ)。た だ し本 稿 で は ,こ う した マ イン ドは雇 用 シ ス テ
ム の違 い か ら派 生 した もの と して 捉 えて い る。
日本の工作機械メーカーにおける製品開発システム(265)85
要になる。
CADシ ステ ムの導.入と利用 につい ては,ま ず2次 元CADに よ る設計 が両
社 ともに支配的になってお り,従 来の手作業 による製 図作業 と比べ て設計作業
を効 率化 した こ とは明白であ った(と くに図面 の変 更や再利 用 におい て)。た
だCADの 利用が開発期間の短縮に寄与 したか どうか について は,そ の短縮 の
ためにCADを 導入 した とい うよりも,設 計作業 の効率化 によってで きた余裕
時間はCAD図 面内の設計 ミスの点検 除去 に使われてい ることが分か った。設
計 ミスが設計修正や生産のや り直 しによる無駄 なコス トを発 生させ ていた これ
まで の経験 をふ まえ,設 計 ミスを除去す るための時間的余裕 を設計技術者 に与
える ことが まず重視されてい るので あろ う。従 ってLADの 導 入が設計 コス ト
その ものを削減 させたか どうかは別 にして も,CADの 導入のね らいが 生産時
間(ひ いては納期)の 短縮 と生産 コス ト(の 無駄)の 削減 にあるこ とは明 らか
になった。 ただ し製造用 のNCプ ロ.グラムは現場 で 図面 を もとに作 られ るこ
とが多 い ことも両社で共通 していだ%
一方、近年の製品設計の分野,と くに金型業界で顕著 な3次 元CADの 導 入
は,工 作 機械 の設計で は どうなのか。 この研 究 によれば,3次 元CADは 構造
蜥 な どに必 要'に応 じて朋 され,設 計 ミズの除ズ・に有効 であ った。ただ し金
型の よ うな3次 元 の複 雑 曲面 は工作 機械 部 品 には まれで あ るた め,2次 元
CADの デ ー タをす ぐに3次 元CADの デー タに使 えない ことによるデー タ作
成の手間や,工 作擬械設計 に」'分に有効 な3次 元CADシ ステ ムが高価 である
ことな ど,今 の3次 元CADの 問題点が障害 にな っている ことも指摘 された。
しか し,.ワー ク ステー シ ョンか らPCへ の移行,3次 元CADソ フ トの改 良
向上,そ して関連業界での3次 元CADの 普及 な どが進めば,工 作機械設計 に
も影響 をあた えてい くであろ う。
10)訪問調査 のr11で,設計 図が製造現場で手直 しされ るとい う事例 も聞かれ た。 これ は日本の製造
現場の優 秀さを表 して いるが,設 計技術者の権限 との関係 やCAD図 面 との鞍合性の問題に も波
及する。
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中核 的ユニ ットの一つ であ るNC装 置の開発 に関 して,NC装 置の仕様 の
決定 におけ る機械技術者の優位 についてはすでに述べ た,,B社で は,市 販の標
準 的 なNC装 置 に機械 メー カーの独 自の技 術や,個 別 のユ ーザー ・ニーズ に
応 じた 機能 を追加 す る努力 が注 が れた。 これ まで 日本 のNC.L作 機械 メー
カー は,世 界最 大かつ独 占に近い 日本 のNC装 置 メーカーの技 術 を一 つの基
盤 として輸出競争力 を築い て きたが,低 価格競争の影響 を受けに くくす るには,
製 品 コス トのか な りの部分 を占め るNC装 置(お よびそ の ソフ.トウェア〉 に
おいて も他の工作機械 メーカー と差別化す ることが必要にな って きたので あろ
う。一 方,A社 は独 自のNC装 置 を開発 して きた ことが優 位性 に なってい る
が,量 産能力 を もつ大手 のNC装 置 メー カー よ りも製造 コス トが 割高 になれ
ば,A社 のNC工 作機械 の価格競争 力を引 き下 げて しま う。 したが ってこ こ
か らもA社 は量産指向 となるので ある1P。
主軸 につ いては各社 と も高速化 のため冷却や潤滑 についてさ まざまな技術 を
開発 してい るが 、主:軸の研 究開発体制 におけ るA社 とB社 の違 いな どはまだ十
分 に明 らか ではない。
工作 機械.メー カー と他企業 との.関係 につ いては,NC装 置,モ ー ター,ボ ー
ルね じ,リ ニア がイ ドな どの主要部 品は大企業か らの購入 となってい ることが
確 認された。一方,こ の研 究で注 目され るのは,設 計作業や ソフ トウェア作成
なとの外 注化 がかな り進 んでい ることであ った。A社 において部品設計の半分
が外注 されてい る事実 につ いては,子 会社 との特殊 な関係 による とも考 えられ
るが,激 しい景気変動 を考慮 して親会社 の正社員 の人数 を抑制 しているため と
も考 えられ る。ただ人件 費の格差 との関係 については訪問調査で は把握 しに く
い問題 もあ る。
技術者養成 については,社 外か らの人材獲 得ではな く,社 内で の配置転換 を
は じめ とす るOJTを つ うじた人材 養成が追.及されてい るとい う 日奉的 な シス
11)後発 のNCR置 メー カー との共同 開発 によ り事 実上の独 口仕様のNC装 聲を大量 に調達 して
い る人手工作機械.メー か一 もある。
日本の工作機械メーカー における製品開発システム(267)87
テムが検証された。人材の流動を含まないこのシステムにより既存機種の設計













さて,こ の調査研究はバブル経済が崩壊 して工作機械需要が半減 したあとの
時期に行なわれた。この時期に.L作機械メーカーは見込み量産体制を維持でき






(付記 〉 本 稿 は キ と し てKobayashi[2000]で明 ら か に し た 調 査 結 果 に も とづ い て
い る が,「 第W節 む す び 」 はChapter.9.5の視 点 か らChaptergAを 書 き 改 め た 。
な おKobayashi[⑳OQ]は,WissenshaftszentrumBer正infUrSozialforschung主催 の
TnternationalConferenceonNewProductDevelopmentandProductionNetworks
(Berlin,March20-22,1997>にお け る 筆 者 の 報 告 に 加 筆 し た も の で あ る 。
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